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平成２９年５月３０日 

総務省行政管理局公共サービス改革推進室 

 

 

民間競争入札実施事業 

  「平成２８年度建設業取引適正化センター設置業務」の評価について（案） 

 

 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18年法律第 51号）第７条第８項の

規定に基づく標記事業の評価は以下のとおりである。 

 

記 

 

Ⅰ 事業の概要等 

事  項 内  容 

事業概要 建設工事の請負契約に関するトラブル・苦情・相談等について、相談者に

対して紛争解決やトラブル防止に向けたアドバイス及び関係法令の所管

部局である行政機関の紹介を行う「建設業取引適正化センター」の設置・

運営を行うもの。（事業は平成２１年度より実施） 

実施期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

受託事業者 公益財団法人 建設業適正取引推進機構 

契約金額（税抜） 42,000,000円 

入札の状況 １者応札（説明会参加＝１者／予定価内＝１者） 

事業の目的 建設工事の請負契約の相談窓口となる「適正化センター」を設置して紛

争の解決や防止に向けた助言を行うとともに、寄せられた相談に関する

争点と助言内容を類型的にとりまとめた事例集を作成することで、紛争

の解決に向けた支援及び紛争の未然防止に資することを目的とする。 

選定の経緯 競争性に課題があったことから、平成２５年基本方針において選定 
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Ⅱ 評価 

１ 概要 

市場化テストを継続することが適当である。競争性の確保という点において課題が認め

られ、改善が必要である。 

 

２ 検討 

（１）評価方法について 

国土交通省から提出された平成 28年度の実施状況についての報告（別添）に基づき、サー

ビスの質の確保、実施経費等の観点から評価を行う。 

 

（２）対象公共サービスの実施内容に関する評価 

事  項 内  容 

確保されるべ

き質の達成状

況 

以下のとおり、適切に履行されている 

確保されるべき水準 評価 

適正な業務処理体制 相談体制に不足が生じることのない

よう、実施要項に定める人員以上の職

員を充てるなど、手厚い業務処理体制

を確保している。 

適正な管理体制確保 業務分担や相談の受付・回答の流れ等

を示した実施要領や業務フローチャ

ート、相談内容を簡潔に理解できるよ

う相談申込書の様式を作成の上、職員

に周知し、これに基づき適切かつ円滑

に業務に当たっている。 

適正な業務報告 記録を的確に整理するため、相談受

付・指導記録簿の様式を定めた上、仕

様書に記載された類型に従い、指定の

期日までに報告がなされている。 

相談に対する回答率 適正化センターに寄せられた相談に

対する当日中の回答率について、毎月

の平均が８０％を上回ることを求め

ているところ、当日中の回答率は毎月

１００％となり、要求水準である８

０％を上回る結果となった。 
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民間事業者か

らの改善提案 

特定の業者に対する事案が一時的に増加するなどの傾向をとらえた時には、

当該特定の業者名とその相談内容を許可行政庁あてにも一報する提案がな

され、事業の実施期間中、下請代金の争いについて、相談件数が極端に増加

した事業者について、許可行政庁あてに通報が行われた。 

 

（３）実施経費（税抜） 

実施経費は、従前経費と比較して２０％減少している。これは、２８年度事業においては、弁

護士及び建設業の実務に精通した有識者の大阪市内に設置する相談窓口への勤務回数を減らし

たことなど、仕様内容を変更したためによるものであるが、仕様書の変更を考慮すれば大幅な経

費の増減は無かったものと推察される。 

従前経費 ５２，５００ 千円（２７年度） 

実施経費 ４２，０００ 千円 

削減額 １０，５００ 千円 

削減率 ２０％ 

民間事業者からの改

善提案 

とくになし 

 

民間競争入札導入前との比較 

                              （単位：千円） 

業  務  分  類 

 

 

平成 27年度 

一般競争入札 

（Ａ） 

平成 28年度 

市場化テスト 

（Ｂ） 

増減 

B-A 

 

人件費  技術者経費 1,749 1,340 ▲409 

     常勤職員経費 34,319 28,872 ▲5,447 

直接経費 謝金 8,760 4,800 ▲3,960 

     相談室賃借料 6,113 5,826 ▲287 

     備品・消耗品費 176 189 13 

     光熱水料 200 144 ▲56 

     印刷製本費 100 130 30 

     旅費交通費 100 64 ▲36 

     通信運搬費 386 395 9 

     雑費 597 240 ▲357 

消費税 4,200 3,360 ▲840 

合 計 56,700 45,360 ▲11,340 
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（４）選定の際の課題に対応する改善 

課題 競争性の課題については２９年度においても１者入札が続いている。 

平成２１年の事業開始より公益財団法人１者による事業が続いている

ところであるが２９年度にいたるまでに 

・準備引き継ぎ期間の延長 ２週間→２ヶ月 

・競争参加資格 等級制限なし 

・仕様書の明確化（２９年度は実施要項に具体的な処理例を添付、アン

ケート回収率や弁護士等の回答率の記載など） 

・入札不参加の分析のために中小企業庁へのヒアリングを実施。 

・概算払い規定の追加 

などを試みているものの改善の見込みが立っていないところである。 

 

（５）評価のまとめ 

経費削減効果については、実施要項の要件緩和により弁護士等の委託費が削減されている。 

業務の実施にあたり確保されるべき達成目標として設定された質についても問題なく、民間

事業者の改善提案により苦情の多い業者を捕捉できるなどメリットが生まれた。 

  競争性の確保については、様々な取り組みを進めているものの、改善には至っていない。 

 

（６）今後の方針 

以上のとおり、競争性の確保において課題が認められ、その点について良好な実施結果を

得られたと評価することは困難である。そのため、次期事業においては、この課題について

検討を加えた上で、引き続き民間競争入札を実施することにより、民間事業者の創意工夫を

活用した公共サービスの質の維持向上及び経費の削減を図っていく必要があるものと考え

る。 
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平成２９年５月１７日 

国 土 交 通 省 

 

平成２８年度建設業取引適正化センター設置業務の実施状況について 

 

１．事業概要 

（１）事業の内容 

本業務は、建設工事の請負契約に関するトラブル・苦情・相談等について、相談者に対して

紛争解決やトラブル防止に向けたアドバイス及び関係法令の所管部局である行政機関の紹介を

行う「建設業取引適正化センター」の設置・運営を行うものである。 

本業務の実施にあたっては、東京２３区内及び大阪市内に相談窓口を設置の上、２名の常勤

職員を専任で配置するとともに、弁護士及び建設業の実務に精通した有識者をそれぞれの相談

窓口に勤務させ、相談に対応させる。 

 

（２）事業の実施期間 

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

 

（３）受託事業者 

公益財団法人 建設業適正取引推進機構 

 

（４）受託事業者決定の経緯 

建設業取引適正化センター設置業務に係る民間競争入札実施要項及び入札説明書に基づき、

入札参加者１者から提出された競争参加資格確認申請書類及び総合評価申請書（技術提案書）

について審査した結果、入札参加資格及び評価基準を満たしていた。 

また、開札の結果、入札価格が予定価格の範囲内であったことから、上記の者が落札者とな

った。 

 

２．確保されるべき質の達成状況及び評価 

平成２８年度事業における確保すべき質の達成状況及び評価は次のとおり。 

  （１）委託業務の適正かつ確実な履行 

本委託業務に関し、公共サービスの質を確保するため、総合評価基準の必須項目に掲げ

る業務処理体制、管理体制を整え、実施要項及び契約に基づき遂行することとされた業務

を適正かつ確実に履行することを求めているところ、受託事業者は、業務実施にあたり、

業務分担や相談の受付・回答の流れ等を示した実施要領や業務フローチャート、相談内容

を簡潔に理解できるよう相談申込書の様式を作成の上、職員に周知し、これに基づき適切

かつ円滑に業務に当たっている。 

別 添 
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また、相談体制に不足が生じることのないよう、実施要項に定める人員以上の職員を充て

るなど、手厚い業務処理体制を確保している。 

業務報告について、記録を的確に整理するため、相談受付・指導記録簿の様式を定めた上、

仕様書に記載された類型に従い、指定の期日までに報告がなされている。 

 

  （２）回答率 

適正化センターに寄せられた相談に対する当日中の回答率について、毎月の平均が８

０％を上回ることを求めているところ、当日中の回答率は毎月１００％となり、要求水

準である８０％を上回る結果となった。 

 

  （３）相談対応結果の満足度 

受託事業者が実施する相談対応結果に対する調査において、相談対応に対して「良く納

得できた」及び「大体納得した」とする評価が８０％以上であることを求めたところ、「良

く納得できた」及び「大体納得した」とする評価の合計が９８．９％となっており、要求

水準である８０％を上回る結果となった。 

良く納得できた ４１．３％ 

大体納得できた ５７．６％ 

あまり納得できなかった １．０％ 

納得できなかった ０．１％ 

 

３．実施経費の状況 

市場化テスト移行前の平成２７年度事業と、移行後の平成２８年度事業とを比較すると以下

のとおりとなっている。 

○平成２７年度事業の実施経費： ５６，７００千円（税込） 

○平成２８年度事業の実施経費： ４５，３６０千円（税込） 

 

４．民間事業者からの技術提案を反映した業務の履行状況 

特定の業者に対する事案が一時的に増加するなどの傾向をとらえた時には、当該特定の業者

名とその相談内容を許可行政庁あてにも一報する提案がなされ、事業の実施期間中、下請代金の

争いについて、相談件数が極端に増加した事業者について、許可行政庁あてに通報が行われた。 

 

５．評価 

（１）サービスの質について 

   受託事業者における実施状況は、実施要領や業務フローチャート等を作成の上、業務運営にあ

たるとともに、実施要項に定める以上の相談体制を設けることで、適切かつ確実に業務が行われ

ていると評価できる。 
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当日中の回答率及び満足度については、設定した目標値以上の結果となった。これは、本業務

の位置づけを十分理解した上で、相談者の主張等を十分聴取し論理的に整理を行った上で、適切

な回答を行った結果と評価できる。 

また、本業務は、行政指導等による問題解決が困難な請負契約をめぐる紛争事案を受けるもの

であり、行政では覚知できない情報も多い。本業務で受ける相談において特異な傾向を有する事

業者について情報提供を受けることは、行政としても重要な情報源であり、有意義なものと評価

できる。 

 

（２）実施経費について 

   市場化テスト移行前の平成２７年度事業と移行後の平成２８年度事業とを比較すると、１１，

３４０千円減となっているが、これは平成２７年度事業と比較して、平成２８年度事業では、弁

護士及び建設業の実務に精通した有識者の大阪市内に設置する相談窓口への勤務回数を減らし

たことなど、仕様内容を変更したことに起因するものと考えられる。 

 

（３）競争性の確保について 

   建設業法等の専門知識を有する人員を配置することは本業務の水準を維持する上で欠かせな

い部分であるため、それ以外の部分で要件の緩和等を行い、競争性が確保されるよう取り組みを

行ってきたところであるが、現在まで１社入札が続いている状況である。また、同種業務を行っ

ている中小企業庁へのヒアリングを行ったところ、建設業法等の専門知識を有する人員を配置

することが困難であるとのことが分かった。 

   引き続き本業務の水準を維持する上で欠かせない部分以外での要件の緩和等について検討し

てまいりたい。 

 

（４）その他 

   平成２８年度末時点において、委託者による受託事業者への業務改善指示及び受託事業者の

法令違反の事実はない。 

 

６．次期事業の方針 

  以上のとおり、受託事業者の取組状況は良好なものであるが、１者応札であったことから競争性

の確保面では十分とはいえない結果となった。 

したがって、１者応札を回避し、競争性を確保するため、次期事業においては、適正化センター

の運営に関する一定の要件の緩和等の改善策を検討しながら、引き続き市場化テストに基づいて

民間競争入札による事業を実施することとしたい。 

 

 


